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ものに関する項目が必須事項とな

っています。対象先の設定は拠点

のロケーションであり、誰が何人

必要かということは、まさしくオ

フィス規模の要件です。

弊社でコンサルティングを実施

したある外資系医療機器販売会社

の事例を紹介します。同社ではマー

ケティング戦略を踏まえて、立地条

件やビル性能と併せ、オフィス内

部環境に関する将来計画を立案す

るにあたり、まずはワークスタイ

ルシナリオを描きました。そして

その行動パターンの検証を行いな

がら「あるべき姿・ありたい姿」の

オフィス環境の策定をお手伝いを

したことがあります。

オフィス戦略のネクストステージ

次世代オフィスとはどんなもの

か？ という問いに対して、将来の

オフィスの物理的な姿・形を見せ

るのは難しいといわざるを得ませ

ん。しかし、形で表さない代わり

に、どのような考え方でオフィス

づくりをすればいいのか、オフィ

スでの必要機能はどのようなもの

なのかをスタディすることはでき

ます。

言葉を変えれば「総合オフィス

戦略」を策定するということに他

なりません。「ＦＭ戦略」ではなく

「総合オフィス戦略」があり、その

中の戦術ツールとしてＦＭがある

からです。

なぜなら、オフィスは「経営の思

想」を形に表し「人」が中心となっ

て形が具体化する「場」であると考

えているからです。すなわち、オ

フィス戦略と事業戦略は表裏一体

であるべきであり、企業等の差異

化の象徴という位置づけになって

きています。

オフィスは形だけではないとい

うことは、当然そこには意味や目

的が厳然とあり、その意味や目的

を達成させる使い方があるという

ことです。そのときは理解されて

も1年や2年たつと初期の目的を忘

れ、結局は使われないで放置され

るというまったくムダな空間や機

能をいくつも見てきました。

それでは、「経営の思想」を形に

表し具体化する「場」とはどんなこ

となのでしょうか。経営者がムダ

をなくし、効率の良い働き方を望む

のであれば、いろいろな贅肉を取

り除いたスリムなオフィスとなる

でしょう。もっと生産性の高い自

立した仕事をさせたいというなら、

自由度の高さもテーマの一つにな

るでしょう。

このような経営サイドの想いが

新しいオフィスの「顔＝場」をつ

くることになります。

すべての経営者が「生産性の高

いオフィス」を求めます。そして、

学術的にもいろいろな角度から研

究されています。しかしながら、

ホワイトカラーの生産性は数字化

されているとは思えない不明瞭な

領域です。こうした背景には、社

会科学の分野ではなかなか実験が

できないという事情もあるのでは

ないでしょうか。私たちの仮説検

証の作業が今日も続きます。

とはいえ、時代は知的創造性と

いわれるクリエイティブな環境を

求めており、社員には自立を促し

ています。これらが満足されるオ

争には勝てません。また、それ以上

に顧客の満足度も得られなくなっ

てきています。

顧客の志向は多様であり、横並び

の要求ではなくなりました。いわ

ゆる ｢モノ｣の供給から「コト」の

提供へと移ってきたのではないで

しょうか。

こうした時代背景を受け、我が国

を代表する経済団体が「モノづく

り・コトづくり」委員会を発足させ、

総合力強化の産業競争力ビジョン

の策定に着手しました。

同じように、オフィス構築につい

てもソフト化・サービス化の流れ

が大きなうねりとなって押し寄せて

きています。

従来、オフィスそのものをコスト

として捉える傾向にありました。

コストであればその部分は低く抑

えるのが常套といえましょう。し

かし、オフィスにも新しい考え方や

事業戦略とオフィスの戦略性

厳しい経済環境が続くなか、オ

フィスを事業戦略としてどのよう

に有効活用するのか、という課題

が、今改めてテーマとなっていま

す。もともとオフィスは、そこに

必要な人員が収容できるかどうか

が第一義のテーマでした。しかし、

空白の15年を経て、知的創造性の

向上が求められ、差別化や生き残

りをかけた企業活動を展開するに

は、単に入れ物としてのオフィスで

はなく、新しい装置としての見直

し論が官民あげて叫ばれています。

大量生産・大量消費の時代は、良

質な製品をいかに安く生産するか

ということに注力され、飛び抜けた

考えや全く違う新しい方式は歓迎

されませんでした。しかし、高度情

報化社会から「超・高度情報化社

会」を迎え、同じ物を同じように作

っていたり販売していたのでは競

価値を見出すようになってきまし

た。とりもなおさずこれは、経費

（コスト）から投資へと経営の考え

方が変化してきたことによるもの

であると考えます。そして、オフィ

スを経営の一つの重要な手段とし

て捉えることにより、オフィスを

つくることは目的ではなく、手段

として経営戦略を担うという位置

づけにようやくたどり着いたとい

えます。

具体的には、各企業のマーケティ

ング戦略のなかにファシリティの

項目が入ってきたということでし

ょう。オフィスを企業戦略の手段

として扱う象徴的な出来事です。

本来、商品の事業計画とは、どん

な商品をどんな対象先へ、いくら

で、誰が、どんな方法で生産・販売

するのかを計画していくものであ

ります。特に、市場の対象先や誰が

何人でといったファシリティその

次世代オフィス構築に不可欠な
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営や事業計画、あるいは組織戦略

などが何をしようとしているのか

を把握し、企業特性に合わせた「新

しい働き方」を見据え、かつ「人に

優しい」ことが条件となります。

「段取り八分」という言葉があり

ます。まさにオフィスは計画段階

での用意周到な検討が、出来上が

りの結果を大きく左右することと

なります。そしてオフィスの形態以

上に大切なのは使い方です。何の

ためにオフィスの各機能はあるの

か、それをどのように使えば当初

期待した効果が得られるのか、使

う人の使い勝手はどうか、などを

考えてオフィス作りはなされるこ

とが肝要です。

オフィスには管理者、ワーカー、

経営者の三者がおり、それぞれに

目線が違います。この三者のバラ

ンスをとり、どこにウェイトを置い

てオフィスの企画をすればいいの

か、オフィスづくりに「合意の形成」

が欠かせない時代を迎えました。

ここで大切なことは各企業・組

織の実情を捉え、現状を可視化し

（調査分析）、新しい働き方をベー

スに、進むべき方向にあわせた方針

（オフィスコンセプト）を策定、ど

のような機能が必要なのかという

要求項目を明確にしなければなら

ないということです。このプロセ

スを踏むことがポイントです。そ

して具体的な形へと完成させてい

くことになります。

「個別最適と全体最適のバランス」

や「コストの適正化」をはかり、中

長期の方向性にあわせて年度ごと

のＦＭ計画が実行され、実施後は

その対象となったオフィスを評価

しましょう。それが次のさらに進ん

だ「次世代オフィス」をつくる「糧」

になりオフィス戦略の評価にもな

ります。
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フィス環境とは何を基準に具体化

するのでしょうか。

現在よりもさらに良いものをと

か、世間と比較してより高度で上

質な環境を求めることは決して間

違ってはいないと思います。しか

しそれは二次三次の目標であり、本

来は業務がスムーズに行われ、目

標とする成果が最大化され、そこで

働くワーカーがイキイキしている、

「人が中心」のオフィスであるべき

です。

ところが、具体的な形としては

どんなものなのかは詳らかにする

ことはできません。それは個々の

企業や組織のあり方、業務の内容な

どによって異なるということです。

しかし、基本となる機能を導き出す

ことは可能ではないでしょうか。

それは「オフィスでの働き方」を想

定することであろうと考えます。

オフィスでの働き方が現在いろ

いろなところで話題になっており、

いろいろな人から「新しい働き方

に改革したい」とか、「新しい働き

方を取り入れたオフィスを作りた

い」という話をよく聞きます。し

かし、働き方を定義したものはま

だ一般化していない状況でしょう。

「新しい働き方」とは、テレワー

クを多用した、ワークライフバラン

スを考慮した、ダイバーシティに

対応した、オフィスにおけるコミュ

ニケーションをさらに充実した、

はたまた、ＩＣＴを活用した仕事の

進め方などがあげられます。その

どれもが「新しい働き方」と言っ

て良いでしょう。100社あれば

100通りのワークスタイルがある

のかもしれません。

ところが、各企業や組織で定義や

ゴールが違っているにも関わらず、

ただ単に「新しい働き方」を志向

したオフィスをつくって欲しいと

いった要望が出てきます。

私たちが実施したオフィスワー

カーのオフィス環境に対する意識

調査でも、今日まで改善できてい

ない点がいくつもあげられていま

す。なぜ改善できないのか、阻害要

因に対して具体的に改善提案がで

きていないこと、問題点や課題が

見い出せていないこと、また、現象

はわかっていても原因が特定でき

ていないといった悩ましさを抱え

ていました。企業・組織にあって

は、対策に走る前に問題点を解明す
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る姿勢が、今、改めて問われている

ように思います。

すなわち、これからのオフィス

づくりは、企業・組織の大きな方針

の下に、業務上阻害となる要因は

それを特定し排除することは当然

です。加えて、「オフィスのコミュ

ニケーションと信頼関係」や「組織

の柔軟性」、昨日より今日・今日よ

り明日と日々自分を変えていく「個

人の革新性」、さらには自らすべき

仕事への「コミットメント」の意識

付けなどが欠かせません。そのた

めには「モチベーションの向上」

といったテーマがますます重要に

なると考えています。

（関西学院大学古川靖洋教授、慶應義塾大学佐
藤和教授との産学協同研究による弊社モチベー
ション調査アナリシス、及びオフィスコミュニ
ケーション・マネジメントより）

ファシリティマネジャーに期待

オフィスは使い方の計画がキチ

ンとできていないと当初の目標ど

おりの効果が現れません。現在の

オフィスづくりが難しくなってき

ている原因の一つに、オフィスの

機能が複雑になったこともありま

す。加えて、重要なのは「新しい働

き方の実践の場」とか「社員の自立

を促す」とか、オフィスに求められ

る効果が経営や事業そのものに影

響を与えるようになり、単に机や

椅子を数だけ並べればオフィスの

出来あがりという訳にはいかなく

なったということでしょう。

これからのオフィスづくりは、経

㈱エフエム・ソリューショ
ン所属
青山学院大学卒業。
2001年まで約30年間富

士ゼロックスに勤務。営業を経て販売促
進、マーケティング戦略、商品企画などを
担当。同社オフィス研究所時代はサテラ
イトオフィスの開設に従事した。この間、
1989年から2年半はNOPAに出向。2001
年より、現㈱エフエム・ソリューションに
勤務
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オフィスにおける生産性について、
働く人のモチベーションを代用特性
として捉えたもの。マイナス要因は
暑い・寒い・狭い・うるさいなどで
あり、プラス要因は業務のシステム
化や達成感などを指している。この
マイナス要因をなるべく排除しない
と効果は上がらない。

FMSが関西学院大学・古川教授、
慶応義塾大学・佐藤教授との産学協
同研究により解析した「有効性＝ア
ウトプットの拡大」についての要因
分析。このほかの調査も駆使して、
現行のオフィスの課題などを“見え
る化”し、オフィスコンセプトを策
定する。

「組織のモチベーション」についての
要因分析した結果を16象限で表した
もの。モチベーションには組織要因
として「コミュニケーションと信頼」
「組織の柔軟性」、個人の要因として
「個人の革新性」「組織への帰属意識」
の4つの要因において、それぞれの要
因に世間標準との差を基準に強弱を
つけ、その組織のモチベーションの
状況を表している。


